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Fischer Tech Ltd.との資本・業務提携に関するお知らせ 

 
 当社は、2010 年 2 月 10 日開催の取締役会において、シンガポール証券取引所（SGX）

メインボード（市場一部に相当）上場のシンガポール共和国法人である Fischer Tech Ltd.
（「FT 社」）との間で、FT 社が実施する第三者割当増資を引き受け、当社の持分法適用関

連会社とすることを含む資本・業務提携を行うことを決議し、本日、提携契約書の調印を

いたしましたのでお知らせいたします。 
 
1. 資本・業務提携の趣旨・理由 
 当社は、世界で高い評価と、広く製品に採用されている独自技術 RHCM 技術を開発、自

社で生産すると共に、その技術ライセンスを各国で供与しております。 
FT 社は、当社の技術供与先の有力な 1 社であり 東南アジア、中国において広く事業を

取り組んでいます。特に FT 社は、当社が営業拡大を意図している自動車、医療機器分野、 
また、欧米顧客にも強い事業基盤を有しています。同時に FT 社の売上げの約半数が、本邦

顧客向けであり、当社との協業により両社相互の事業に大きな相乗効果が見込まれており

ます。また、FT 社は、当社が従来手掛けていなかった 2 色成形、フィルムインサート成形、

レーザー加工等を得意としていることから、様々な技術の共同研究開発も見込まれており、

今般、資本・業務提携を行うことといたしました。 
 
2. 業務提携の内容 

① 両社既存顧客への販売拡大、及び新規顧客開拓 
② 当社より東南アジア、中国の FT 社拠点への複数名の出向 
③ 当社から FT 社へ取締役 1 名の派遣 
④ FT 全拠点での RHCM 設備導入 
⑤ 共同技術開発 



 なお、詳細については今後両社間で協議し、決定する予定です。 
 
3. 資本提携の内容 
（1）取得株式の数   普通株式 42,893,177 株 
（2）取得方法  第三者割当増資の引受により取得 
（3）取得価額  8,578,635.4 シンガポールドル 
           （1 シンガポールドル 64 円換算の場合：549 百万円） 
（4）取得前の所有株式数 0 株 
（5）取得後の所有株式数 42,893,177 株（所有割合：15.70％） 
 
4. 関連会社となる会社の概要 
（1）商号   Fischer Tech Ltd. 
（2）代表者   Tan Choon King (President & CEO) 
（3）本店所在地   12 Loyang Way4, Loyang Industrial Estate,  

Singapore 507602 
（4）主な事業内容  自動車、スマートフォン、医療機器、コンピューター、

家電製品等向けのプラスチック成形品製造販売 
（5）設立年月日   1994 年 6 月 28 日 
（6）事業年度の末日  3 月 31 日 
（7）従業員数   2,092 名（連結ベース：2009 年 9 月 30 日現在） 
（8）資本金の額   49.3 百万シンガポールドル（2009 年 9 月 30 日現在） 
（9）発行済株式総数  普通株式 230,311,771 株（2009 年 9 月 30 日現在） 
（10）大株主構成および持株比率 （2009 年 6 月 16 日現在） 

Amtek International Pte Ltd    22.72% 
Univac Precision Engineering Pte Ltd   22.72% 
Tan Choon King                20.68% 

（11）最近事業年度における業績の動向（連結ベース） 
                    （単位：百万シンガポールドル） 

    2007 年 3 月期 2008 年 3 月期 2009 年 3 月期 

売上高 143.8 145.3 129.6 

売上総利益 20.9 9.3 8.0  

営業損益 6.8 △5.2 △3.9 

当期純損益 5.6 △5.1 △4.1 

総資産 127.3 118.9 112.3 

純資産 76.9 70.0  68.6 

資本金 48.9 49.3 49.3 



（12）当社との関係   
当社と FT 社の間に、資本関係及び人的関係はありません。取引関係につきましては 

当社は、2005 年 4 月に RHCM 技術を FT 社にライセンス供与しております。また、FT
社は、当社に金型を販売しております（2009 年度は年間 60 百万円の見込み）。なお、関

連当事者への該当事項はありません。 
 
 

5. 株式取得の日程 
2010 年 2 月 10 日  取締役会決議 
2010 年 3 月 10 日  シンガポール証券取引所による新株上場の承認 
2010 年 4 月 1 日  第三者割当増資 払込期日（予定） 

 
6. 今後の見通し 

今回の資本・業務提携により、FT 社は当社の持分法適用関連会社となる予定です。 
資本・業務提携が当社業績に与える影響については、今後業績に与える影響が判明した

時点で、速やかにお知らせいたします。 
 
 

以上 


